
別紙様式１－３
課題提案書（取組内容に関する事項）

	（１）事業概要

	【事業目的】















【本事業で構築しようとする商流の概要】
１　商流リスト
	No.
	品目
	産地/生産者
	構築しようとする商流

	例
	茶
	○○県○○市
A生産団体
	輸出先国：
商流（例）：
（生産）○○農業→（出荷）○○農業協同組合→（加工）○○製茶→（流通）△△運輸→（輸出）□□貿易商社→（輸入）□□Co., Ltd.→（販売先）Ａ国、大手小売店 ○○ Supermarket

	①
	
	
	

	②
	
	
	


行は適宜追加してください。

２　各商流における現状及び取組背景
①　○○国向け○○輸出商流
※当該商流の現状及び商流構築に取り組む背景を記載すること。


	



②　○○国向け○○輸出商流






【本事業で実施する課題解決実証の概要】
１　実証リスト
※農林水産物・食品の生産・流通に係る大ロット化を図る取組計画や、生産・流通の転換を通じて生産・流通コストの低減を図るに取組計画の場合は、その内容がわかるように記載してください。
※詳細に関しては、次の(２)で記載してください。
	No.
	実証項目
	現状課題
	実証概要
	検証方法/実証成果

	例
	有機茶栽培への転換
	販売先からの品質の要求が満たせず、販売が限定的である。
	生産者を巻き込み、有機茶転換に向けた肥料や農薬の転換を実施。検査機関に提出し、各種施策の効果を実証する。
	検査機関からの検査証を元に、有機認証に必要な検査結果を取得。
販売先と内容について協議の上、テスト販売に繋げる。

	①
	
	
	
	

	②
	
	
	
	


行は適宜追加してください。
２　実証のスケジュール
（１の実証リストで整理した実証ごとに、内容が分かるように図等を活用し、記載してください。）









	（２）本事業の実施体制及び具体的な取組計画

	１　プロジェクトの実施体制
（本事業で構築しようとする商流に関わる関係者について、協議会の内外やそれぞれが担う役割（事務局機能、各段階の実証の取組主体等）が明確にわかるよう、事業実施体制を図示、記載してください。）
プロジェクト推進体制図：




協議会の構成員：






協議会外の関係者：
（構成員以外の物流事業者や委託先、輸出支援プラットフォーム、JETRO海外事務所等）



２　具体的な取組計画
【１　プロジェクト推進等の取組計画】
· プロジェクト推進計画全体の運営・進捗管理
· サプライチェーンの構築に当たっての国内外の調査・分析等を通じた課題の明確化、課題解決策についての合意形成
· サプライチェーン構築に係る実証の成果取りまとめ、成果の分析、事業報告の作成










【２　サプライチェーン課題解決実証の取組計画】
※実証活動の内容とその効果について記載すること。
（１）生産段階における実証
（記載項目と記載例）
実証リストの番号：①（事業概要内のリストと整合するように記載）
実証項目：
生産効率化のための栽培体系の変更
現状の課題と目指す姿：
課題：従来の生産体系ではコストが嵩み、競争力のある価格で輸出できない。
目指す姿：コストベースで○％の費用を削減し、小売価格ベースで$○を目指し、継続的な商流確保を実現する。
実証取組詳細：
（上記課題について、実証取組がどのように解決に結びつくか、考えられるリスクやコスト等を詳細に記載の上、期待する効果にどのように繋がるか、検証の方法についても記載。）
栽培体系の変更により、作業負担が軽減され、人件費を中心に作業に係る費用について○％の削減が期待できる。具体的には、Ａ生産者所有の栽培区画の一画(○ha)について、栽培転換を実証的に行い、同量の作業を実施する上で人件費に係る時間を算出し、転換前後で人件費の削減率を比較する。また、生産性についても同条件下において、量、品質の安定性などの観点から比較し、費用対効果のバランスが取れるかを実証する。
期待される実証成果：
生産の効率化に伴う生産コストの削減、期間当たりの総生産量の向上　等
実証結果の検証方法（評価指標を含む。）：
（実証結果について、具体的な指標を示し、構築しようとするサプライチェーンの構築状況をどのように検証するかを記載すること。）
人件費の算出については、昨年度の総労働時間を算出の上、単価を○○円/hとし、栽培の転換後の費用については、期間内に施した施策に掛かる費用総額と削減後の人件費を算出の上、以下に記す一覧表にて整理を行い、検証する。
（２）出荷段階における実証
実証リストの番号： 
実証項目：
現状の課題と目指す姿：
実証取組詳細：
期待される実証成果：
実証結果の検証方法（評価指標を含む。）：

（３）流通段階における実証（国内・海外の取組を分けて記載）
実証リストの番号： 
実証項目：
現状の課題と目指す姿：
実証取組詳細：
期待される実証成果：
実証結果の検証方法（評価指標を含む。）：

（４）販売段階における実証
実証リストの番号： 
実証項目：
現状の課題と目指す姿：
実証取組詳細：
期待される実証成果：
実証結果の検証方法（評価指標を含む。）：

（５）その他の実証
実証リストの番号： 
実証項目：
現状の課題と目指す姿：
実証取組詳細：
期待される実証成果（評価指標を含む。）：


【機器導入の計画】
	実証リストの番号
	名称
	設置場所
所有者/管理者
	導入方式/機能
(リース・レンタル又は購入/処理規模、処理能力等)
	価格(税込)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



※機器の導入に当たっては、実施要領第14及び別表２の内容を確認すること。
また、見積書を取得の上、添付すること。
※現地通貨の場合は、想定為替レートも記載すること。






【委託に関する計画】
	具体的な取組計画の項目
（実証の場合、実証リストの番号を記載。）
	委託内容
	委託理由
	委託予定先
	委託予定金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



※委託に当たっては、実施要領第９第４項の規定並び別表１及び２を確認すること。また、見積書を取得の上、添付してください。委託契約書（案）がある場合は、当該委託契約書（案）も提出すること。







	（３）事業の成果目標（達成すべき成果）

	※成果目標の設定に当たっては、実施要領第８の成果目標に基づき記載すること。
なお、目標年度は、本事業実施年度の翌年度から５年以内とし、補助事業者が定める年度とする。
※商流リストの商流ごとに記載し、品目数、商流数については必要に応じて追加すること。また、増加率については、対前年比の値を記載すること。）

【成果目標】
	
	実施
前年度
R7
	実施
年度
R8
	

R9
	

R10
	

R11
	

R12
	目標
年度
R13

	商流リスト①
	

	輸出額
	全体額(千円)
	1,000
	5,000
	20,000
	50,000
	70,000
	80,000
	90,000

	
	増加率
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ａ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｂ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｃ
	
	
	
	
	
	
	

	輸出量
	全体量(kg)
	
	
	
	
	
	
	

	
	増加率
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ａ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｂ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｃ
	
	
	
	
	
	
	

	商流リスト②
	

	輸出額
	全体額(千円)
	1,000
	5,000
	20,000
	50,000
	70,000
	80,000
	90,000

	
	増加率
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ａ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｂ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｃ
	
	
	
	
	
	
	

	輸出量
	全体量(kg)
	
	
	
	
	
	
	

	
	増加率
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ａ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｂ
	
	
	
	
	
	
	

	
	品目Ｃ
	
	
	
	
	
	
	

	総生産量(取扱量)
(kg)
	
	
	
	
	
	
	




【波及効果】
（２）本事業の実施体制及び具体的な取組計画に記載の生産・出荷・流通・販売等の各段階における実証の活動・期待される成果に基づいて下記事項を記載。
（１）生産段階において想定される波及効果
（例）本事業における生産地域にて輸出向け生産を行う農林漁業者の増加、本事業の生産産地以外の産地の参画（産地間連携の達成）など


（２）出荷段階において想定される波及効果
（例）輸出品と国内向け出荷品との混雑防止により仕向け国での残留農薬違反事例発生数の減少　など


（３）流通段階において想定される波及効果
（例）品質保持技術の導入によるロス率の低減に伴う現地販売価格の安定化　など


（４）販売段階において想定される波及効果
（例）新規販路における商品取扱店舗数の増加、テスト販売の実施による商品認知度の向上　など





	（４）申請時の確認事項（詳細は、公募要領/実施要領をご確認ください。）

	協議会/事業計画に関する要件の確認

	☐右の全ての要件を満たす

	・補助事業者たる協議会が、日本国内に所在し、主たる事務所の定めがある。
・補助事業の代表者の定めがある。
・協議会の構成員のいずれかが協議会の事務局を担っている。
・定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する定めがあり、本申請に添付した。
・年度ごとに、事業計画、収支予算等が総会等において承認されている
（設立から１年に満たない団体においては、総会等において承認する組織運営体制となっていること）。
・事業実施手続き及び、会計手続を適正に行い得る体制を有している。

	提出書類の確認

	☐提出書類を確認した
	・課題提案書の提出について（別紙様式１―１）
・課題提案書（応募者に関する事項（暴力団排除に関する誓約書を含む。））（別紙様式１－２）
・課題提案書（取組内容に関する事項）（別紙様式１－３）
・総括表（積算内訳）、経費内訳書（別紙様式１－４）
・団体の概要（別紙様式１－５）
・協議会、または主な構成員の直前３か年分の決算（事業）報告書と財務状況が分かる書類
・協議会の定款、もしくは設立総会等の議事録
【以下の書類は、必要に応じて提出】
・協議会の旅費規程、謝金規程等
・人件費の算出根拠書類
・機器導入を伴う計画の場合、当該機器導入に係る見積書等
・委託を伴う計画の場合、当該委託に係る見積書等

	本申請の課題提案書に関する確認

	☐確認した
	・「事業の概要」の商流リストと実証リストの番号と「本事業で行う具体的な取組計画」が整合している。

	☐確認した
	総括表、経費内訳書（別紙様式１－４）に関して、以下の注意点を確認した。
・総括表の数字と経費内訳書の数字が一致している。
・事業費の欄には税込額を記載した。
・国庫補助金に当たっては、消費税の仕入控除対象部分は除き、算出した。
・国庫補助金を算出する際、小数点部分を切り捨てて、算出した。
・委託費に係る総事業費が、申請する国庫補助金額の1/2未満である。

	
	・機器導入費に係る国庫補助金額が、国庫補助金額合計の1/2未満である。
・国庫補助金の合計が、30,000千円以上である。

	☐確認した
	・公募要領別表１及び２を確認し、対象となる経費のみを経費内訳書に記載している。

	採択基準に関する確認（抜粋）

	☐登録済
	・構成員のいずれかが、GFP（農林水産物・食品輸出プロジェクト）コミュニティサイト（https://www.gfp1.maff.go.jp/entry/）へ登録している

	☐予定がある
	・「産地生産基盤強化パワーアップ事業」、「新基本計画実装・農業構造転換支援事業」を活用して施設・機械の整備や改植を行う予定があるか。
※予定がある場合は、以下に事業名を記載の上、該当する箇所に〇を付けること。

事業名：
(  )施設・機械の整備 / (  )改植　（該当する方に○）


	☐該当する
	・以下のいずれかの実現可能性調査を実施している。
【国・地方自治体の事業における実現可能性調査】
☐ ○年度海外サプライチェーン構築に向けた投資可能性調査等緊急支援事業
☐ ○年度輸出物流構築緊急対策事業
☐ その他（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※地方自治体の事業の場合、地方自治体名も記載すること。
【☐ 自社による実現可能性調査】
【☐ 未実施】
※　実現可能性調査を実施済みの場合は調査結果を添付資料として提出すること。

	☐取得済
	・現地系商流が求めるISO220000、FSSC22000、ハラール・コーシャ、MSC・ASC等の認証を取得済である。
※　取得済の場合、取得済の認証を以下に記載。
認証名/取得している事業者：


	☐認定を受けている

☐認定を受ける予定である
【認定予定時期：令和○年○月】

☐認定を受けていない
	・協議会の構成員のいずれかが、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第 57 号。以下「輸出促進法」という。）第 37 条に規定する輸出事業計画の認定を受けていること又は事業実施期間中に認定を受ける予定である。

該当する場合、輸出事業計画の認定を受けている事業者名を以下に記載。
輸出事業計画認定事業者：

	☐該当する
	・構成員の一部にフラッグシップ輸出を含む協議会であり、事業実施年度において、当該フラッグシップ輸出産地の認定産地において生産された輸出品目を輸出する取組である。
※該当の場合、フラッグシップ輸出産地の詳細を以下に記載
産地名：
品目：

	その他の確認

	☐同意する

☐同意しない

	本事業の実施に当たり、輸出促進法の第13条に則り、事業者名、所在地、事業規模等について、株式会社日本政策金融公庫に提供することに同意します。
※同意いただけなかった場合でも、事業の採択等に影響はありません。
【輸出促進法　第13条】
　国、都道府県等、株式会社日本政策金融公庫その他の関係者は農林水産物及び食品の輸出の促進の総合的かつ一体的な推進を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。





2
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別紙様式１－４
総括表（積算内訳）

	事業種類
	事業細目
	事業費（税込）
	負　担　区　分
	事業の委託
	備　考

	
	
	
	国庫補助金
	補助事業者（自己資金）
	
	

	
	
	
	
	
	うち貸付金
	
	

	
	


	円





	千円

	千円

	千円
	(1)委託先

(2)委託する事業の内容及び当該事業に要する経費
	

	合計
	
	
	
	
	
	



（注）
１　事業種類、事業細目及び備考の欄は、事業ごとに該当のある経費のみ記載すること。なお、国庫補助金の額は、事業費（税抜）に各補助率を乗じるものとし、税額部分は補助事業者（自己資金）の額に計上すること。
２　	経費内訳書に詳細を記載すること。
３　	記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名称その他の資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
４　	添付資料が申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。
５　	その他参考資料については、輸出・国際局長の求めに応じ、遅滞なく提出しなければならない。






経　費　内　訳　書
	
区　　分

	事業費
（税込）
	負　担　区　分
	
備 　考


	
	
	国庫補助金
	補助事業者
	

	１ プロジェクト推進等支援




２ サプライチェーン課題解決実証支援
（１）生産段階における実証
（２）出荷段階における実証
（３）流通段階における実証
（４）販売段階における実証
（５）その他の実証




	円










	円










	円










	











	
合　　　　計

	


	


	


	





（注）
１　備考には、経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載すること。
２　他の事業者に本事業の一部を委託して行わせるときは、委託先の名称、委託する事業の内容及び当該事業に要する経費を記載すること。
３　経費の支出に関する規程（謝金、旅費及び人件費の単価等が分かるもの）等を添付すること。
４　国庫補助金の額は、事業費（税抜）に各補助率を乗じるものとし、税額部分は補助事業者の額に計上すること。




（　参　考　）
専門用語の説明

	事業名
	令和８年度サプライチェーン連結強化緊急対策

	用　　語
	説　　　　　　　　　　明

	

























	



























　※「専門用語の説明」は、提案書の内容で特に説明が必要となる用語がある場合のみ作成してください。該当がない場合は、添付は不要です。
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2

